
　１）職員の採用の状況（平成27年度採用）

　２）職員の退職の状況（平成26年度退職） （単位：人）

　３）職員数の状況（平成27年4月1日現在）

※公営企業等部門：上水道、国保、後期(老人)、介護の職員。

※町立病院（現鰺ヶ沢病院）は、平成24年度からつがる西北五広域連合へ移行。
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　地方公務員法第５８条の２の規定及び鰺ヶ沢町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第
６条の規定に基づき公表します。

鰺ヶ沢町人事行政の運営等の状況について
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１ 職員の任用及び職員数に関する状況



　１）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

　２）職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在） （単位：円）

　１）職員の勤務時間（平成28年4月1日現在）

※保育所等については、勤務時間の割振変更制度（交代制等）を行っています。

　２）年次有給休暇の取得状況（平成27年1月～12月）

※対象職員は、新採用職員、退職者、育児休業、介護休暇、派遣を除いた職員。

　３）病気休暇の取得状況（平成27年1月～12月）

※対象職員は、派遣を除いた職員。
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２ 職員の給与の状況

３ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況



　４）特別休暇等の取得状況（平成27年1月～12月）

※対象職員は、派遣を除いた職員。

　５）介護休暇の取得状況（平成27年度）
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妻の出産に係る子の養育休暇

育児休暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

産前休暇
産前8週間（多胎妊娠の場合にあっては14週
間）以内に出産する予定である女性職員が申し
出た期間

公民権行使のための休暇

公の職務執行のための休暇
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社会貢献活動のための休暇
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1人

-

取得者数
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年度につき5日の範囲内

連続する5日の範囲内

負傷又は疾病等により2週間以上日常生活に支
障がある者の介護その他の世話：年5日の範囲
内（要介護者2人以上いる場合は10日）
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小学校就学前の子の看護又は予防接種又は健康
診断を受けさせる場合：年5日の範囲内（小学
校就学の始期に達するまでの子が2人以上いる
場合は10日）

忌引休暇 死亡者の区分に応じ1日～7日の範囲内
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死亡後15年以内（父母、配偶者、子）のものに
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35日
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7月から9月の期間内における連続する4日

災害等による退勤時棄権回避
のための休暇

地震、水害、火災その他の災害時で退勤時に危
険を回避する場合：必要と認められる期間

地震、水害、火災その他の災害により現住居が
滅失又は損壊した場合、水食糧等の確保を行う
場合：7日の範囲内

災害等による住居復旧作業又
は水食糧等確保のための休暇

-

-

-
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　６）育児休業等の取得状況（平成27年度）

　１）分限処分の状況（平成27年度）

　２）懲戒処分の状況（平成27年度）

　（職員服務の根本基準）

①法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

②信用失墜行為の禁止

③秘密を守る義務

④職務に専念する義務

⑤政治的行為の制限

⑥争議行為等の禁止

⑦営利企業等の従事制限

　１）営利企業等の従事制限の許可状況（平成27年度）

　２）職務専念義務免除の許可状況（平成27年1月～12月）

区分 件数
職務専念義務免除の
許可

73

備考　地方公務員法第38条及び営利企業等の従事制限の許可基準に関する規則の規定に基づく営利企業等の従事制限の
　　　許可状況

備考　地方公務員法第35条及び職務に専念する義務の特例に関する条例の規定に基づく職務専念義務免除の許可状況
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0人

　職員は、町民全体の奉仕者としての使命を自覚し、法令、条例、規則、訓令及び上司の職務上の
命令に従い、誠実かつ公平にその職務を遂行し、その職務を遂行するに当たって、常に創意工夫を
し、能率の発揮及び増進に努めるとともに、町行政の民主的にして能率的な運営に寄与しなければ
ならない。
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況

５ 職員の服務の状況



　１）研修の実施状況（平成27年度）

　２）勤務成績の評定の状況（平成27年度）

　１）職員の健康診断の状況

　２）職員互助会の状況

平成20年度より廃止

　３）職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益保護の状況

（公平委員会事務を青森県人事委員会へ委託）

　　①勤務条件に関する措置の要求の状況

該当なし

　　②不利益処分に関する不服申立の状況

該当なし

　正職員については、平成26年度及び平成27年度に試行を実施し、平成28年度から本実施。
　臨時職員については、年2回実施。

各種がん検診

結核検査

人間ドック

定期健康診断

区　分

合　計 209

体験研修（陸上自衛隊） 4

防災講演会 100

その他町主催の研修会等 58

53

67
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脳ドック16人　1日ドック51人

胃、肺、大腸等

出前講座 18

市町村財務事務研修 1

ロジカルプレゼンテーション研修 1

長期ビジョンの策定と実践研修 1

主査研修 3

主幹研修 6

管理者入門研修 7

課長研修 1

4

4

主事・技師研修 1

新採用者前期研修

研修名 参加人数(人)

受診者数(人)
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備　考

新採用者後期研修

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況


